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工 。 薄 

日本の科学技術活動においてほ、 近年「科学技術と 社会 (STS) 」という枠組みで 科学技 

ことが多くなっている " 科学技術にまつわる 正負両面を調和的に 解決するため、 「科学技術と 社会」という 横断的な 

枠組みによる 調整機能が期待されており、 科学技術システムを 調整するための 政策研究 (STP) やラ ボラトリ一 

における研究技術計画の 具体的な運営方法 ( ㊤ T) の 開発とともに、 科学技術分野でのコミュニケーション (S 

C) に対する関心が 高まっている。 

近年の日本において、 1990 年代には基礎研究推進。 高度研究人材養成 ( ポストド ク 一万人計画 ) 。 科学技術基 

本法制定。 国立大学研究機関独立行政法入 化 。 研究 知 による産学連携 ( 大学 TLO 機能 ) など (D2 五世紀知識社会へ 

向けての科学技術政策の 大幅な転換。 拡充がおこなわれてきた。 20 ㏄年以降。 第二次基本計画などによって。 重点 

4 分野。 8 分野の同定とそれらの 各分野における 重点投資、 とくに大学。 研究所 (7jC ㊤ E 拠点政策が進められた。 

この資本集中と 選択の過程で、 こうした政策的推進とはあ る意味で逆行する 形で進行していた「若者の 理科 離 

れ 」「科学技術人材の 不安」が 2 1 世紀日本の少子高齢化の 間 と 絡めて 大 ぎく取り上げられ、 この間 

推進と統合して 解決するために「科学技術知識の 増進活動 (PuST) 」が政策的に 推進されることになった (2005 年 

サイエンスコミュニケーション 元年 ) 。 

日本における 科学技術の解説活動 は -- 般に 、 新し ， @ 科学技術知識の 普及は情報源から 一様に社会に 広まるとす 

る「拡散モデル」を 基礎としており、 従来的な学校教育や 博物館教育との 親和性が高く、 産業経済活動 6D 上昇 簸 に 

おける社会システム 拡大には大変効果的であ ったと考えられる。 ところが、 人口経済動向の 緩慢な 

いる社会では、 社会関係資本の 展開行き詰まり ( 本 でも見られる 産業空洞化。 イノベーションの 壁 。 死の谷 ) に 

よる知識拡散が 起こりにくくなると 考えられる。 

これに平行して、 科学技術システムの 複雑化。 高度化とともに。 科学技術者個人または 団体の透明性や。 研究 

着手からアウトプット。 アウトカムまでの 見通しの さ 。 あ るいは研究成果の 社会還元と経済価値への 転換などが 

求められるよ う になっている。 また " ヴ丁 A などの国際的な 経済圏交流の 進展とともに、 科学技術 

学技術人材の 流動性などがますます 複雑化し、 研究開発が高度に 戦略化することに 伴って。 サイユンスコミュニケ 

一 ションを実践する 研究者。 市民社会にも 戦略的な対応が 求められるようになる。 
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現在欧州で は 、 経済圏統合と 密接に絡んだ 科学技術主導の 地域産業競争力回復が 急がれており。 人 。 物 。 

金融。 サービスの移動を 欧州全域で活性化させる、 というリスボン 宣言。 ニース会議の 政策的導入を 高等教育。 研 

究 開発分野においても 進めている。 この社会目標を 達成するための 科学技術政策が。 欧州フレー ムワークプロバラ 

6:2 ㈱ 2-2 ㈱ 6) および欧州研究 圏 構想① ) であ り。 これに付随して。 「マリー。 キュリー。 アクション 

と 呼ばれる研究者人材流動化プロバラムが 行われている。 

EU 加盟各国で学術研究を 行う若手研究者の 地理的流動性を 創出し。 欧州域内の人材アンバランスを 解消 

するとともに 地域産業経済の 知識産業化をもたらそうという 戦略であ る。 欧州委員会研究。 イノベーション 総局「 科 

学 と社会」人材資源マネージメント 部門が政策のデザインを 行い 6 図 り 、 欧州科学財団① ㈹。 欧州大規模科学 

決 0) などが実行段階でのパートナーとなっている。 

軒を中心とする 欧州域内の学術団体内に「マリーキュリーフェローシップ 協会 

ぇ onJ を委託し、 現在チュービンゲン 大学の Da even 教授が協会長とし 

4 年二月にリスボンで、 「若手研究者の 流動性㊧ 

大規模な会議を 催し。 このときには、 公的研究機関における 若手研究者層の 制 

度 上の問題、 産学連携における 産業界側の環境整備、 東西欧州 ( 特に U 新規加盟の旧東欧 ) における若手研究者 

の 移動とそのアンバランス。 女性研究者の 地位と研究機 内におげ ろ キャリアパス 例などが話し 合われた。 

MCA によって採用される 個人研究者は、 年二回の各選考において 3 人 程度 ( 応募者千数百人 ) 、 グラ 

ント期間は 2 円 年 で多くは大学関係 ( 師 。 非教務研究員 ) と 研究機関におけるポストド ク の職位であ る ( 図 1 参 

              Em 研究総局による 人材派遣の仲介的な 働きもこのアクションの 中に り込まれつつあ り、 これによって 産業 

界で 0 ポストド ク的 研究者の職位に 就くものが増えつつあ る。 欧州委員会の 大きな目的としては。 東西南欧州各国 

間の研究人材流動性を 高め大学。 研究機関や産業技術分野での 人材のアンバランスを 解消し、 それによって 欧州全 

体の産業経済競争力を 高めることであ る。 事実産業界では 旧東欧各国の 安い人材経費を 当て込んだ西欧からの 産業 

流出 ( 西欧内での産業空洞化 ) が話題となっている。 現在までのところ、 このアクションプロバラムでは 約九割が 

東から西、 残り一割が西から 東への人材流動であ り、 今後の課題は 西から東への 研究人材流動をどのよ う @ こ 促進す 

るかであ る。 

サイエンスコミュニケーションを 媒介する STS ( 一 

月 に開かれたユーロ ザ イェンスオープンフォーラム ( 。 若手研究者であ りなが 

ら 科学技術政策に 関する意見表明をする 団体 分科会の基調講演 

を 行い、 ユネスコ。 世界科学会議 ( ブダペス     「政策提言における 若者の参加」を 主張した (ST 

欧州科学財団 ( 榛靭 。 欧州大学連合 鱈 U ん 。 豪州研究運営学会 ( ) や 各国研究機関の 人材部などを 招いた シ 

ンポジウムが 4 部行われ、 研究機関。 学術分野における 研究者人口と 流動性の関係、 東欧における 若手研究者の 流 

動性 統計、 欧州域外における 研究者流動性。 そして海外への 外出後の本国帰国と 再就職の実例などが 報告された。 

軒 A 主導によるワークショップが 7 部開かれ、 「博士学生からポストド ク そして研究者として 独立する 

過程」、 「欧州における 博士の労働市場」、 「科学研究者の 人的ネットワーク と キャリアのモニタリンバ」、 「産学間の 

キャリア流動性」などが 議論された㊦ TS- 0 卸 。 このほか、 展示イベントとして 悶 s 」によるキャリア 

主催による研究者キャリアビルディンバ   版 カフ エ ザイエンスともいえる イ 

この例に見られるよう @ こ 、 欧州における 科学技術人材流動性は PUST 活動と関連して 政策が立てられ。 ザ 
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イエンス。 コミュニケーションの 実 りも人材流動性問 を 、 欧州科学技術 コ @  ぇュ ニア 一イ 一におけるシステム 改革 

のための実証的政策のツールの - っとして捕らえている。 軒 SOF20 博を開催したユーロ ザ イェンス団体 ( と 同じく。 科学技術。 学術における 研究者出身の 学識経験者からなる 比較的緩やかな 集合体であ り 

ほ 。 同様にドイツ 国内の ) が 組織運営に当たる。 ユーロ ザイヱ 

シ スでは。 従来型の科学ジャーナリ 考へも働きかけており。 全欧 か 

名 近く 2 0 参加を実現することに 成功している。 なかでも、 仏国内の 

と 市民」財団 鰻 SO) は、 市民 SC 活動のべストプラクティク 

科学技術政策関係者なども 交えてサイエンスコ 

ミュニケーションの 基本問題であ るけディア。 科学技術。 

政策の間の了解とミスコミュニケーション J 。 「科学技術は @ J'@"l@i@ ト @ ㎝ Gl ㍗ @a       どのようにしてメディアに 取り上げられるか」、 「科学技術 c,T だ     Ⅵ 

  
ジャーナリストは 拡声器 か 、 物語り者か。 批評家か 9 」。 「 科 き " 丑 Ⅱ T 目 ' ぼ ' 

学 技術成果の出版を 誰が享受しているかれ、 「どのように 

してザイエンスベストセラーを 書くか ? 」といったテーマ 

で パネルシンポジウムが 行っている (STS 総 

流動性と s す S コミュニケーションを 結 

つぎに。 こうした人材流動性と SC 運営のマネー   
ジメントの 鍵 となっている STS ( 苓 0 め 空間上のコミ   
ュ ニケーション 動向を図 牙 ( コミュニケーション 空間 ) 

に 示す。 

横軸 は園際的 移動性。 地域的限定性を 表し、 軸は政策的集中度。 社会サービス 度合いを示す。 この座標 

空間上に欧州域内の 主要な科学技術関係機関を 配置する。 これらの機関に 関係する。 社会的議論の 関心の強い科学 

ま支律 テイッシューとして、 I TER プロバラム。 G 遺伝子組み換え 技術。 I TC 情報社会技術。   

ルギーをとり、 経験的に知られているコミュニケーション 方向性をそれぞれ 矢印で示す。 これらの空間上に 社会的 

  ラストと呼ばれるコミュ =- ケーション層があ り、 図中点線 枠 で示したような 配置をとる仮定をしても 

種々の 半 経験的示唆から 知られている。 ITER に関するコミュニケーション 位置は、 政策集中。 国際移動型であ 

⑪は地域限定。 社会サービス 型の分布をし。 1 CC 環境エネルギーは 政策集中。 国際移動から 地域限定。 

社会サービス 型まで幅広く 分布する " TTC 情報社会技術は、 地域限定。 政策集中型であ ると仮定されている。 第 

三 象限からから 第 - 象限に向く方向でとくに 幅広いコミュニ ー ケーション ベク 

ほぼ直行する 第 _ 象限と第三象限間の 創刊の強いべ クトノ 07 型と仮定する。 

この S ぜ ・ S コミュニケーション 空間 図 が成り立つ 

一 を構成する科学技術 ( ぽァ D) に関する人文社会的な 認識要素 ( 社会経済 

                        が 組み合わさって。 ベク                             強度を特徴付け ち 

れると考えられる。 この様子をきらに 分析的に分解して 説明する。 

各科学技術イシューは、 関係する複数のディシプリンと 研究実施機関の 複合的組み合わせによって 実現さ 

れる。 この相関を示したのが、 図 3 であ る。 同 - ディシプリン 内で機関をまたがるものを 強 相関、 同一機関内で デ 

ィ シプリンをまたがるものを 共同相関 ( また ほ マルチ 。 -" フ " イ シプリン ) 、 ヂィ シプリンと機関の 両方またがるものを 
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輔 相関 はた はインター。 ディシプリン ) と 呼ぶことにする。 欧州委員会研究諮問 会 (EURAB) が FP6 にお 

いてさまざまな 新技術融合研究 ( T) および人文社会科学融合研究 ( ) 政策をだしているように、 G 

技術に関する 社会議論 ( コミュ __- ケーション ) の 性格分析とその 解 によって推進されるとさ 

れている。 

この様子を図 乙 % 分析する。 G 論争は、 生命倫理。 環境   
。 イノベーションなどの 正負さまざまの 議論が絡んだ 

ものであ るが、 その人文社会科学的要素 ( 倫理学。 法学。 社会学。 経 

覚挙。 経済学 ) などに分解できるものと、 STS コミュニケーション 上 

丁の分類にかかるものがあ る " この 

人文社会科学的知見の 融合度合いによって、 ST 

が 大まかに決まると 考えられる。 

さらにこの融合プロセスの 様子を図 5 に示す。 OT 

をそれぞれ。 第一。 第二。 第四象限に 置 する。 原点を共有する 同心円 

状は隣接人文社会科学のディシプリン 融合度を表している。 この同心円 

技術は、 融合する ヂィ シプリンによって、 それぞれの 

象限でのことなる 融合を経て、 今日知られるところの G 

って表出される。 図心の生命倫理は、 STS 象限における 倫理。 社会 経 

清規制に、 政策的合意形成が 加えられて、 G 規制政策として 表出する。 

技術の別のものは、 S 象限における 政策的推進と 経営的手 

上に遺伝子治療の 社会的受容として 表出される。 

こうした理論分析の 枠組みによって、 さまざまな ST コミュニケーショ 

ン 事象が定量的に 分析可能となる。 

絃お @@ @ そ @i3A ト、 c トト田 cl 、 l 
    
。 れ 』 (jS @       

    
            一也 l ll @@   

    

@  l)l し l@ コ   
J ヨ J しド 1       

C  悔 てぜ ぐ @I@ く @@ む笘ナ 

  SC プロバラム と忍 0 アタタ 一のマネージメント 

ュ ニケーション 空間における 融合性 ( 肋 ) を内包させたものを S 

SC 元年以前に。 我々の開発した 統合型プロバラムは、 さまざまな大学の SC プロバラ 

イエンス。 コミュニケーション。 ジャパン ( CJ) の活動に利用されている。 ここで、 

国内外の大学および る SC プロバラムの 有効性に言及しておく。 

の 比較をおこなっだ。 重点活動領域 

を 枠で示す。 巴 S コミュニ ー ション図 2 において、 は 第五社会 

且は第 2 社会トラストと 社会サービス 側の中間にご SC 

ほ 第 3 社会トラストのあ たりに位置するものと 考えられる。 このよ う 

な 社会層の分布状況に 応じて、 C 統合型プロバラムの 構成に違いと 

多様性がもたらされる。 

筆者らは、 騰 C に適合しやすいと 思われるフランスの C プロバラムの 代表的なもの ( パリ大学第七大学 

ヰ C2S0) を入手し現在分析にかけている。 ドイツの 

関 に導入されつつあ る C プロバラムや STS マネージメントプロバラムの 詳細も比較検討しながら。 SC 統合型プロ 

グラムの開発を 進めている。 
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